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供用済み

事業中
国土交通省

東日本高速道路（株）
整備区間

東
関
東
自
動
車
道
水
戸
線

（延
長
約

)143km

供用済み

茨城空港茨城空港

鹿島港鹿島港

茨城港茨城港

成田国際空港成田国際空港

供用済み
（延長約15km)
（平成30年度）

東関東自動車道水戸線の全体概要

供用済み（延長約9km）
（昭和62年度）

供用済み（延長約9km）
（昭和60年度）

供用済み（延長約12km）
（昭和59年度）

供用済み（延長約23km）
（昭和57年度）
供用済み（延長約17km）
（昭和57年度）

供用済み（延長約5km）
（昭和57年度）

供用済み（延長約9km)
（平成2１年度暫定供用）

供用済み（延長約9km)
（平成29年度暫定供用）

事業中(延長約31km)

（再評価対象区間）

供用済み
（延長約4km）
（平成17年度）

潮来IC

鉾田IC

北浦IC(仮称)

麻生IC(仮称)

１．事業の概要（全体）

• 東関東自動車道水戸線は、常磐自動車道三郷JCTを起点とし、北関東自動車道茨城町JCTまでの延長約143ｋｍ。
• 当該路線の周辺には、成田国際空港、茨城空港、鹿島港（※国際バルク戦略港湾）、茨城港が立地。
• 東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）の整備により、首都圏を結ぶ広域ネットワークが形成され、北関東地域での

連携が促進。
※国際バルク戦略港湾：資源、エネルギー食料等の安定的かつ安価な供給のため選定された港湾

（１）－１ 東関東自動車道水戸線の全体事業概要、高速ネットワークの形成
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１．事業の概要（全体）

・高速ネットワークの形成
・国際バルク戦略港湾等や空港への

アクセス向上
・災害時のリダンダンシーの確保

目 的

事業区間：自）茨城県潮来市延方

至）茨城県鉾田市飯名

計画延長・幅員：30.9km・13.5m 

車線数 : 4車線（当面2車線で整備）

計画交通量:9,700台/日～10,400台/日

事業化 :平成２１年度

事業費 :約1,110億円(前回:約710億円)

い ば ら き け ん い た こ し の ぶ か た

い ば ら き け ん ほ こ た し い い な

計画概要

（１）－２ 事業の目的と計画の概要

• 東関東自動車道水戸線潮来ICと鉾田ICのミッシングリンクを結ぶ高規格幹線道路事業。
• 周辺には鹿島港や、鹿島臨海工業地帯、北浦複合団地、上山鉾田工業団地が立地している。

位置図

東関東自動車道
水戸線（潮来~鉾田）

51

50

6

354

124

2

（単位：ｍ）標準横断図 再評価対象 再評価対象

土工部 橋梁部

2.5

13.5

2.53.5 3.51.5

1.75 1.753.5 3.51.5

12.0

124

51

51

51

354

平 面 図 再評価対象区間

至

千
葉

至

水
戸

神栖市
北浦

潮来市

かみす し

いたこ し

鹿嶋市
かしま し

鹿島港

行方市
なめがたし 鉾田市

ほこた し

潮来IC

麻生IC
（仮称）

北浦IC
(仮称）

鉾田IC

太平洋
事業中

一般国道

高速道路

主要地方道

一般県道

凡例

鹿島臨海工業地帯

上山鉾田工業団地

北浦複合団地



124

51

51

51

354

（１） 事業の進捗状況
１） 事業の経緯

２．事業の進捗状況と見込み等

縦 断 図

平 面 図

再評価対象区間
至

千
葉

至

水
戸

潮来
IC

麻生IC
（仮称）

北浦IC
(仮称）

鉾田
IC

（一）鉾田鹿嶋線
国道51号潮来

バイパス
並行区間(※１)

3※1）国道51号潮来バイパス並行区間、※2）※1を除く区間

事業中

一般国道

高速道路

主要地方道

一般県道

凡例

○平成 9年 2月 ： 基本計画決定
○平成 20年10月 ： 都市計画決定及び環境影響評価書公告
○平成 21年 5月 ： 整備計画決定（H21年度 事業化）
○平成 21年度 ： 測量着手、用地着手※1

○平成 25年度 ： 用地着手※2

○平成 26年度 ： 埋蔵文化財調査着手

○平成 27年度 ： 工事着手
○平成 29年 3月 ： 有料道路事業許可
○平成 30年 3月 ： 土地収用法に基づく手続きに着手

（説明会開催）
○平成 31年 2月 ： 土地収用法に基づく事業認定申請
○平成 31年 3月 ： 土地収用法に基づく事業認定告示



※用地取得は国道51号潮来バイパス並行区間における取得面積を含む

用地

工事

124

51

51

51

354

• 平成21年度より用地取得に着手。
• 事業区間(30.9km)の用地取得率は93％（令和元年12月末時点、面積ベース※）。
• 引き続き用地取得を推進すると共に、改良工事、橋梁工事を実施中。

２．事業の進捗状況と見込み等

再評価対象区間
至

千
葉

至

水
戸

潮来IC

北浦IC

(仮称）

鉾田IC

北浦

鹿島港

麻生IC

(仮称）

工事完了・用地取得済

工事中・用地取得中

工事未着手・用地未取得

今回
評価時

R1

用地

工事 用地取得率

83％

（全体）

（１） 事業の進捗状況
２） 前回事業評価以降の主な整備状況
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前回
評価時
H29

事業中

一般国道

高速道路

主要地方道

一般県道

凡例
前回評価時（平成29年度）

潮来市川尾地先

H29.7 撮影

今回評価時（令和元年度）

潮来市両宿川尾地先

R1.10 撮影

潮来C.C.

至：潮来IC
潮来C.C.

至：麻生IC（仮称）

川尾団地

川尾団地

至：潮来IC

至：麻生IC（仮称）

用地取得率

9３％

（全体）
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（２） 事業の見込み等
１）－１ 付帯意見（平成２９年７月）

２．事業の進捗状況と見込み等

・平成29年7月の事業評価監視委員会における付帯意見。

■付帯意見

H29.7 事業評価監視委員会

＜委員からの主な意見等＞
・東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）については、以下の付帯意見をもって

原案どおり継続とする。

①供用開始年次については、今後、実際の事業の進捗状況を踏まえて、開通目

標を決定、公表するとしているが、出来るだけ早期の供用を図ること。

＜評価対象事業＞

事業

区分
事業名 事業主体 対応方針

(原案)
審議結果

道路

東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）
関東地方整備局

東日本高速道路株式会社
継続 了承

中部横断自動車道（八千穂～佐久南） 関東地方整備局 継続 了承

一般国道１号 新湘南バイパス
関東地方整備局

中日本高速道路株式会社
継続 了承

一般国道６号 新宿拡幅 関東地方整備局 継続 了承

一般国道１４号 両国拡幅 関東地方整備局 継続 了承

一般国道５１号 成田拡幅 関東地方整備局 継続 了承

（２）審議

1) 平成29年度の事業評価監視委員会における審議の進め方

・事務局より説明された審議の進め方で了承する。

2) 再評価

対応方針（原案）の審議（道路事業６件）
・事務局が説明した再評価案件６件は、対応方針（原案）のとおり 了承する。



（２） 事業の見込み等
１）－２ 前回委員会の付帯意見への対応

２．事業の進捗状況と見込み等

前回委員会の付帯意見 付帯意見への対応 対応状況等

① 供用開始年次については、今後、
実際の事業の進捗状況を踏まえ
て、開通目標を決定、公表すると
しているが、出来るだけ早期の供
用を図ること。

■早期の供用
平成３１年３月に土地収用法に基
づく事業認定の告示がされたとこ
ろ。用地取得状況及び施工進捗
を踏まえたうえで、開通目標を決
定、公表を行う。
■工程管理の徹底
工事工程については、発注者、
関係施工業者で行う工程会議（１
回／月）及び事務所関係者で行
う工程調整会議（１回／月）を行
い、工程の管理、課題事項の確
認をしながら事業を実施。
■ICT技術の活用
ICT土工による施工効率向上に
取り組み、手戻りなく工事を実施。
■開通時期の公表
依然、用地未取得箇所が残って
いるほか、工事にかかる時間の
検討が必要であるため、開通予
定時期については引き続き精査
のうえ確定する。

平成３０年３月
土地収用法に基づく事業説明会

工程会議

MCﾊﾞｯｸﾎｳによる法面整形 建機内モニター
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①軟弱地盤対策の追加・変更に伴う増加 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（約２８８億円増額）

②関係機関協議に伴う増加 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（約１１２億円増額）

合計（約４００億円増額）

項目 事業変更内容 増額

①

軟弱地盤対策の追加・変
更に伴う増加
【潮来ＩＣ～鉾田ＩＣ】

○本線盛土部でのボーリング調査の結果、円弧すべり対策として深層混合処理工法
が追加で必要となった。

約115億円

＋約288億円

○構造物設置箇所でのボーリング調査の結果、沈下対策として深層混合処理
工法の追加及び関係機関との協議の結果、函渠断面の変更が必要となった。

約55億円

○切土法面における湧水や盛土法面における雨水による浸食が確認されたため、法
面対策が追加で必要となった。

約70億円

○当初推定した支持層の下に軟弱層があり、支持層をより深部にせざるをえなかっ
たため、杭長の変更が必要となった。

約48億円

②

関係機関協議に伴う増加※

【潮来ＩＣ～(仮)北浦ＩＣ】
○河川管理者との協議により、河川改修計画の見直しも踏まえた橋長の変更が必
要となった。

約35億円

＋約112億円
○農業用水路管理者及び河川管理者との協議により、道路整備による流出増分を
一時貯留するための調整池整備が追加で必要となった。

約77億円

合計 ＋約400億円

２．事業の進捗状況と見込み等
（３） 事業の見込み等

１） 事業費増加の要因

7

※関係機関協議等の条件が概ね整った潮来ＩＣ～(仮)北浦ＩＣ間分を今回増加。残る区間についても協議等の条件が整った段階で、事業費への影響を確定する。



１０．５ｍ

※軟弱地盤対策が必要な個所が点在するため、代表箇所を明示

軟弱地盤対策（断面図）

縦断図

当初
盛土載荷工法
3.4ｋｍ
深層混合処理
0.7ｋｍ

変更
深層混合処理
7.5ｋｍ

当初
盛土載荷工法
1.3ｋｍ
深層混合処理
0.5ｋｍ

変更
深層混合処理
3.9ｋｍ

変更
深層混合処理
2.7ｋｍ

潮来ＩＣ～(仮)麻生ＩＣ (仮)麻生ＩＣ～(仮)北浦ＩＣ (仮)北浦ＩＣ～鉾田ＩＣ

【参考】深層混合処理工法

セメントなどの固化剤と水を練り混ぜ、攪
拌機の先端から吹き出しながら、元の土と
混合することで土壌改良を行う。

（参考施工図）

２．事業の進捗状況と見込み等
（３） 事業の見込み等

２） 事業費変更の内容①

位 置 図

盛 土 サンドマット

（暫定2車線）

盛土載荷重工法

8

砂質土層

砂質土層
粘性土層
腐植土層

地
盤
が
悪
い
箇
所

Ａ

Ａ

平面図

当初
盛土載荷工法
４．９ｋｍ
深層混合処理
４ｋｍ

変更
深層混合処理
１４．１ｋｍ

全体計画

※上記延長は上り線・下り線の
対策総延長

東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田） L=30.9km

当初
盛土載荷工法
0.2ｋｍ
深層混合処理
2.8ｋｍ

凡 例

深層混合処理

当初計画 見直し案
サンドマット

円弧すべり線
１３．５ｍ

約10.0ｍ

深層混合
処理
約１７ｍ

盛土

腐植土層

砂質土層

砂質土層

深層混合
処理
約１７ｍ

Ａ－Ａ断面図

（暫定2車線）

約10.0ｍ

粘性土層

N値

0 5010 20 30 400.35

1.75

5.35

6.55

8.90

14.40

17.45

20.45

柱状図

工法 当初 変更 増 額

深層混合
処理

約7万8千m3 約93万m3 約115億円

軟弱地盤対策の変更による増加【本線盛土部】（潮来ＩＣ～鉾田ＩＣ）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・約１１５億円増額
• 当初、用地未買収のため、本線盛土部については、盛土高10m未満の区間においては盛土載荷重工法、盛土高10m以

上の区間においては、深層混合処理工法を計画。
• 用地買収後のボーリング調査の結果、想定以上の範囲に軟弱層が堆積していることを確認し、道路盛土の安定性を照査

した結果、円弧すべり対策、砂質土層の液状化対策も必要なことが判明したため、対策範囲の追加及び盛土載荷重工
法区間の深層混合処理工法への変更が必要となった。

【盛土の要求性能】
・盛土工指針の改訂（H22.4）により、性能規定型設計が導入。
・地震に対する盛土の安定性の照査が規定された。
・安定性の照査として、基礎地盤の液状化の可能性がある場
合、液状化の判定を行うと明記された。



軟弱地盤対策の追加による増加【函渠工部】（潮来ＩＣ～鉾田ＩＣ）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・約５５億円増額
• 当初、用地未買収のため、横断函渠部の基礎構造は、直接基礎を計画。函渠断面は最低道路幅員で計画。
• 設置箇所でのボーリング調査を実施し、現況地盤の支持力照査を行った結果、地盤支持力が不足していたため、対策工

法として、深層混合処理工法が必要となった。
• 道路管理者（市、県）との協議の結果、水路及び占用物件の追加により、函渠断面の変更が必要となった。

【現況地盤支持力照査】
全鉛直荷重 現況地盤の許容支持力
1067.52（KN/m) ＞ 143.480（KN/m)・・・・・NG

よって、地盤支持力の対策工が必要

２．事業の進捗状況と見込み等
（３） 事業の見込み等

２） 事業費変更の内容②

粘性土層

見直し案

※対策箇所が点在するため、代表箇所を明示

深層混合処理工法
H=7.4m

深層混合処理工法
H=7.4m

粘性土層

直接基礎直接基礎

当初計画
■地盤支持力の測定状況

9

地
盤
が
悪
い
箇
所

工 種 増 額

軟 弱 地 盤
対 策 工

約25億円

本 体
( 4 2 箇 所 )

約30億円

柱状図
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種子散布工

当初計画

２．事業の進捗状況と見込み等
（３） 事業の見込み等

２） 事業費変更の内容③

見直し案

10

菱形金網

アンカーピン

客土吹付

客土吹付工

粘土層（不透水層）

地下水

水平排水層

逆巻き施工により、早期の
のり面保護が可能

東関道水戸線
（鉾田ＩＣ～茨城空港北ＩＣ）

砕石のり面工

切土部

盛土部

種子散布

植生シート工

ポリエチレンネット

止め釘

植生シート

軟弱地盤対策の追加による増加【法面工】 （潮来ＩＣ～鉾田ＩＣ） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・約７０億円増額
• 当初、法面処理は、客土吹付工（切土部）、種子散布工（盛土部）を計画。
• 施工箇所において、一部の箇所で湧水が確認されたため、地下水を有する区間の湧水対策及び降雨による浸食が確認

されたため、法面対策が追加で必要となった。

※地質状況を確認し、対策工法を選定

※地質状況を確認し、対策工法を選定

砕石のり面工 植生シート工 増 額

約21万m2 約25万m2 約 70億円

■盛土のり面 降雨後 浸食状況

■切土のり面 湧水状況

圏央道（神崎ＩＣ～下総ＩＣ）



２．事業の進捗状況と見込み等

軟弱地盤対策の変更による増加【本線橋】 （潮来ＩＣ～鉾田ＩＣ） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・約４８億円増額
• 当初、既往のボーリング結果を用いて推定支持層を設定。
• 設置箇所でのボーリング調査を実施し、支持層が推定より深い位置に確認されたため、杭長の変更が必要となった。

（３） 事業の見込み等
２） 事業費変更の内容④

11

凡 例

砂質土層

粘性土層

砂質土層

工 種 増 額

下部工
(18橋)

約 48億円

場所打杭
Φ1,200
L=16.5m

場所打杭
Φ1,200
L=15.5m

■下部工躯体
躯体幅 11.8m 躯体長さ 8.4m

■杭本数
場所打杭φ1200
計24本 L=16.5m(最長）

■下部工躯体
躯体幅 14.5m 躯体長さ 8.9m

■杭本数
場所打杭φ1200
計30本 L=25.0m(最長）

※変更箇所が点在するため、代表箇所を明示

14.5m

8.9m

2.0m

11.8m

8.4m

1.9m

当初計画

見直し案

ため池橋の例（他 17橋）

見直し後の支持層

当初推定した支持層

追加ボーリングで確認された軟弱層

場所打杭
Φ1,200
L=25.0m

場所打杭
Φ1,200
L=25.0m

当初推定した支持層



L=77.0m

確率１／５0年

山田川渡河橋の例（他 6橋）

L=20.0m

関係機関協議に伴う増加【渡河橋梁の橋長変更】（潮来IC～（仮）北浦IC）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・約３５億円増額
• 事業化後、河川管理者（茨城県）との協議により、近年の集中豪雨による河川の氾濫等も踏まえた、河川改修計画の見

直しが行われた結果、河川幅員が広がり、橋長の変更が必要となった。

確率１／５年

工 種 増 額

上部工(7橋)
195m 増

約 35億円

山
田
川

河川改修計画は当初、超過確率年1/5で
計画していたが、超過確率年1/50での計
画に見直し。

※変更箇所が点在するため、代表箇所を明示

２．事業の進捗状況と見込み等
（３） 事業の見込み等

２） 事業費変更の内容⑤

凡 例

表土

粘性土層

砂質土層

A1 A2

■山田川 氾濫状況
(平成25年10月の豪雨による影響)

当初計画

見直し案

12

山田川

※下部工の増額は、（３） ２）④で計上



調整池 堤体

粘性土層

砂質土層

砂質土層

調整池
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東関道の
雨水排水面積

水田

農
業
用
水
路

道路排水

調整池に一時貯留後、
農業用水路へ排水

調整池 20箇所整備
（貯留量 約７万ｍ3）

※調整池の構造は自然流下式とし、
既設水路へ放流。
そのため平均水深約2m程度で整備

蔵
川

深層混合処理工法深層混合処理工法

２．事業の進捗状況と見込み等
（３） 事業の見込み等

２） 事業費変更の内容⑥

A

A

調整池

関係機関協議に伴う増加【調整池工】 （潮来IC～（仮）北浦IC） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・約７７億円増額
• 当初、道路排水は全て、農業用水路への直接放流で計画。
• 農業用水路管理者（土地改良区）及び河川管理者（県・市）との協議により、近年の集中豪雨による水路・河川の氾濫状

況から直接放流が不可となり、道路整備による流出増分を一時貯留するための調整池整備が必要となった。
• 設置箇所でのボーリング調査を実施し、堤体の安定性を照査した結果、地盤支持力が不足していたため、対策工法とし

て、深層混合処理工法が必要となった。

■蔵川 氾濫状況（行方市内）
(平成23年10月の豪雨による影響)

計画平面図

計画縦断図

調 整 池

13

工 種 増 額

軟 弱 地 盤
対 策 工

約 45億円

本 体 約 32億円

【無対策時の安定計算照査】
調整池内側 最小安全率：空虚時
1.019 ＜ 1.2・・NG

調整池外側 最小安全率：空虚時
0.997 ＜ 1.2・・NG

よって、地盤支持力の対策工が必要

※対策箇所が点在するため、代表箇所を明示

ボーリング箇所
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2008
（H20）

2009
（H21）

2010
（H22）

2011
（H23）

2012
（H24）

2013
（H25）

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）

2018
（H30）

2019
（R1）

2020以降
（R2）

事業着手
都市計画
決定

事業化

測量・調査・設計

用地

埋蔵文化財調査

工事

２．事業の進捗状況と見込み等

• 平成20年度に都市計画決定、平成21年度に事業化、用地着手、平成27年度に工事着手。
• 用地取得率は93％に向上(令和元年12月末時点：面積ベース）。引き続き、任意の用地取得に最大限努めるとともに、

土地収用法による用地取得についても並行して実施していく。
• 早期完成を目指し、用地取得状況を踏まえ工事を推進していく。

（３） 事業の見込み等
３） 事業進捗の見込みの視点

H21

H26

H27

124

51

51

51

354

平 面 図 再評価対象区間
至

千
葉

至

水
戸神栖市

北浦

潮来市

かみす し

いたこ し

鹿嶋市
かしま し

行方市
なめがたし 鉾田市

ほこた し

潮来IC

麻生IC
（仮称）

北浦IC
(仮称）

鉾田IC

（一）鉾田鹿嶋線

事業中

一般国道

高速道路

主要地方道

一般県道

凡例

14

H21

現在



• 近年、東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）周辺の高速道路の整備が進展。

• 当該区間は、北関東における圏央道外側の高速道路で唯一の未開通区間であり、高速ネットワークのミッシングリンク。

• 当該路線の整備により、首都圏・北関東・東関東を結ぶ広域な高速ネットワークが形成されるとともに、国際バルク
戦略港湾や空港へのアクセス向上、災害時のリダンダンシー確保に期待。

３．事業の投資効果

ミッシングリンクの解消による広域な高速ネットワークの形成

（１） 高速ネットワークの形成

15

北関東地域

東関東地域

首都圏

東
北
自
動
車
道

【凡例】

東関東自動車道

事業中区間

開通区間

整備計画区間

基本計画区間
東関東自動車道

鉾田IC～茨城空港北IC

H30.2.3 開通

首都圏中央連絡自動車道
境古河IC～つくば中央IC

H29.2.26 開通

東京外かく環状道路
三郷南IC～高谷JCT

H30.6.2 開通
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40.6 40.1

44.5
45.8 45.8

35.0
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1,432 

21 
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400

800

1,200

1,600

茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川

（億円）

• 鹿島港（国際バルク戦略港湾）は、とうもろこし（主に飼料に使用）の輸入量が全国１位。畜産業産出額が多い北関東
地域へのアクセス向上が必要な状況。

• JAほこたが取り扱う主な農作物である小松菜、水菜、メロンの茨城県の出荷量は全国1位。

• 大田市場における茨城県の果物取扱推移は増加傾向。

• 当該路線の整備により、他地域へのアクセスが向上。農産物輸送の利便性向上や鹿島港のポテンシャル向上に期待。

３．事業の投資効果

群馬県 栃木県

茨城県

埼玉県

千葉県東京都

鉾田IC

潮来IC

鹿島港

飼料の安定的か
つ安価な供給

畜産業産出額が多い地域
（茨城県、栃木県、群馬県）

神奈川県

JAほこた

資料：所要時間の算出速度は、H27年時点で供用している路線は平成27年度全国道路・

街路交通情勢調査結果の混雑時旅行速度、新規路線は設計速度にて算出している

整備前ルート
一般道⇒潮来IC経由

整備後ルート
東関東道⇒潮来IC経由

大田市場

東関東自動車道
水戸線

（潮来~鉾田）

大田市場における茨城県産果物取扱額推移

資料：中央卸売市場統計情報（大田市場）

増加傾向

資料：平成29年生産農業所得統計
※赤着色部は当該事業区間を利用し安定的かつ安価に供給が可能となる地域

関東地域における都県別
畜産業産出額ランキング（H29）

JAほこた～中央卸売市場
（大田市場）所要時間

124

111

100

110

120

130

整備前 整備後

（分）

１3分短縮

（２） 国際バルク戦略港湾等へのアクセス向上（農業・畜産業の支援）
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JAほこたの主な農作物

資料：平成30年産果樹生産出荷統計

茨城県の出荷量は全国1位

小松菜 水菜 メロン

茨城県は全国６位

H30年に出荷量全国1位
だった茨城県の野菜一覧

・秋冬はくさい ・冬レタス
・れんこん ・小松菜
・ちんげんさい ・水菜
・カリフラワー ・メロン

294

187 161 151
111

0

100

200

300

鹿島港 水島港 名古屋港志布志港 八戸港

（万t）

北関東は飼料
の利用が多い
地域

鹿島港からの飼料
を安定的かつ安価

に輸送可能

とうもろこし輸入量（H30）

鹿島港は全国１位

資料：平成30年港湾統計
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３．事業の投資効果
（３） 国際バルク戦略港湾等へのアクセス向上（工業の更なる発展）

茨城県の製造品出荷額の推移
（金属製品）

工業団地と鹿島港との連携強化

602 
645 

686 692 714 

500

550

600

650

700

750

H25 H26 H27 H28 H29

(10億円)

0

鹿島港・茨城港の取扱い荷物量の推移

資料： 工業統計、経済センサス（活動調査）

資料：鹿島港統計年報、「いばらきの工業団地」HP、産業用地ガイド、行方市HP

• 茨城県の金属製品出荷額は年々増加傾向であり、平成29年には約7,140億円。

• 鹿島港は原料の輸入や製品の輸出基地である。

• 当該路線の整備により、県内最大の工業団地である茨城中央工業団地と鹿島港の所要時間が短縮。茨城県の
工業の更なる発展に期待。

• 当該路線の整備を契機として、沿線では鉾田西部工業団地が新たに整備予定。

資料：【概要版】平成30年茨城県内各港の港勢
※鹿島港・茨城港の移出入・輸出入の合計値、H30は速報値

茨城中央工業団地 （分譲対象285.1ha）
・（株）立花マテリアル…特殊土木建設資材製造
・ジャパンテック（株）…再生PET樹脂製造販売
・（株）岡本製作所…建設機械車両部品製造 等 茨城工業団地（分譲対象21.9ha）

・UDトラックス（株）…大型自動車整備
・（株）ホンダカーズ茨城…自動車整備
・山宗（株）…プラスチック製品製造 等

北浦複合団地
（分譲対象119.7ha）
・日立グリーンエナジー（株）
・（株）NTTファシリティーズ
・関彰商事（株）
・（株）日昇つくば

鉾⽥⻄部工業団地 ※未造成
（用地面積約46.4ha）
東関東自動車道水戸線の開通に
よる需要の受け皿として整備予定

茨城港（常陸那珂港区）

108 107

74

40

60

80

100

120

国道51号ルート 常磐道ルート 東関道ルート

開通前 開通後

[分]
茨城中央工業団地～鹿島港の所要時間

資料：平成27年度全国道路・街路交通情勢調査

約33〜34分
短縮

上山鉾⽥工業団地
（分譲対象2.5ha）
・(株)パワー精密
・板橋精機(株)
・(株)トアック

⿅島港における主な取扱品目
【輸入】 鉄鉱石、原油、石炭
【輸出】 鋼材、化学薬品、砂利・砂
【移入】 石灰石、化学薬品、重油
【移出】 石油製品、鋼材、重油

⿅島港909 900

943 944 937

800

850

900

950

H26 H27 H28 H29 H30

（10万トン）

0

茨城港（大洗港区）
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単
位

：
千
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出典：国土交通省 東京航空局 管内空港の利用概況集計表

■茨城空港の旅客数の推移

■首都圏空港の機能強化

出典：首都圏空港機能強化技術検討小委員会の中間とりまとめ（H26.7）

■国際線 ■国内線
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首都圏の国際競争力の強化、訪日外国人旅行者のさらなる増加、国内各地
への経済効果の波及等の観点から、空港処理能力の拡大を含めた首都圏空
港の更なる機能強化を図る必要がある

百里飛行場（茨城空港）の活用可能性
①空港機能の強化
課題：百里飛行場を民航機が使用するに当たっては、自衛隊の運用に支障が生じない

よう防衛省側との調整が行われてきている。国際線の乗り入れ等更なる活用に
向けては、関係者との運用に関する協議・調整が必要である。また、駐機場の
拡張等、空港機能強化の検討が必要である。

課題：百里飛行場は東京都心から約80kmの位置にあり、東京駅からの直行バスによる
アクセス時間は、約100分である。
主要な鉄道駅からの高速バスによるアクセス時間は、JR水戸駅からは 40分、
JR石岡駅からは35分、JR勝田駅からは65分、TXつくば駅からは 60分である。
このように、首都圏に位置する空港としては、公共交通機関による空港アクセ
スが脆弱であることから、百里飛行場が、羽田空港や成田空港を補完し北関東
地域の一定の航空需要を分担するためには、地上アクセスの改善が課題である。

②地上アクセスの整備

３．事業の投資効果
（４） 空港へのアクセス向上

•茨城空港は、首都圏の航空需要の一翼を担う役割が期待され、旅客数は開港以来、増加傾向。

•平成29年度の茨城空港北IC-鉾田IC間の開通後に、台北・西安との定期路線が新たに就航。

•当該路線の整備により茨城空港へのアクセスが向上することで、旅客の利便性向上や、羽田空港や成田空港の航空需
要のさらなる分担に期待。

高まる茨城空港の重要性

再
評
価
対
象
区
間

成田国際空港

【凡例】

整備前の通行ルート

整備後の通行ルート

※所要時間の算出は、平成27年度 全国道路・街路交通情勢調査混雑時旅行速度、
東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）間は設計速度80km/hで算出

54 44

0

20

40

60

開通前 開通後

（分）
茨城空港から潮来ICまでの

所要時間の変化

約10分短縮

E
5
1

茨城空港

茨城空港へのアクセス向上

H30.2
鉾田IC-茨城空港北IC間 開通

茨城空港北IC 
～鉾田IC 開通

国際線が新たに就航
・台北（H30.10）
・西安（R1.10）
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３．事業の投資効果

• 当該路線や北関東道沿線では、自衛隊主要拠点（駐屯地、飛行場）や防災拠点に指定されている茨城港（日立港
区、常陸那珂港区、大洗港区）が立地している。

• 茨城港は、首都圏災害時の緊急物資輸送において、首都圏のバックアップ機能としての役割が期待されている。

• 首都圏で大規模な災害が起きた際に、常磐道が被災し通行不能となった場合でも、当該路線の整備により、自衛隊
主要拠点や茨城港から被災地に対する円滑な災害派遣活動や物資輸送が可能。

災害時の自衛隊主要拠点や港へのアクセス向上

再
評
価
対
象
区
間

◎茨城港（常陸那珂港区）

◎茨城港（⽇⽴港区）

◎茨城港（大洗港区）

◎⿅島港

成⽥空港

陸上⾃衛隊
勝⽥駐屯地

陸上⾃衛隊
霞ヶ浦駐屯地

北関東道

首都直下地震
発生時通行止め

茨城空港
（百⾥⾶⾏場）

京浜港

＜首都直下地震（都心南部直下地震）の震度分布＞

出典：首都直下地震の被害想定対策のポイント／内閣府 中央防災会議

首都直下地震対策検討ワーキンググループ

（５） 災害時の代替路確保（リダンダンシー）

◎ 防災拠点Ａランク︓特に重要な防災拠点
出典︓茨城県緊急輸送道路ネットワーク計画



３．事業の投資効果

訪日外国人の入込客数の推移

※「訪日外国人消費動向調査」（観光庁）により算出した，本県に来訪する外国人の推計人数

資料：茨城県 観光客動態調査
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資料：茨城県観光客動態調査（平成20～30年度）
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［回］［千人］

茨城空港入国外国人
茨城空港以外から来訪する外国人
ツアー数

広域関東周遊ルート「東京圏大回廊」
自然大回廊（太平洋）コース

出典：広域観光周遊ルート形成計画の概要（観光庁HPより）、茨城空港HP、成田空港HP

大洗磯前神社

鹿島神宮

成田山新勝寺

いわき

鬼怒川温泉

木更津 鴨川

大洗

成⽥空港
羽⽥空港

茨城空港

歴史的町並みと
観光遊覧船

379 396 409 432 

300

350

400

450

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

（
十

万
人

）

成田空港 航空旅客数

国営ひたち海浜公園

（茨城県ひたちなか市） 偕楽園（茨城県水戸市）

大洗磯前神社（茨城県大洗町） 鹿島神宮（茨城県鹿嶋市）

歴史的町並みと観光遊覧船

（千葉県香取市）

成田山新勝寺（千葉県成田市）

佐倉城址公園（千葉県佐倉市）

佐倉城址公園

偕楽園

国営ひたち海浜公園

鶴ヶ城

日光

鋸山地獄のぞき

つくば
サイエンスツアー

※所要時間の算出は、平成27年度 全国道路・街路交通情勢調査混
雑時旅行速度、東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）間は設計
速度80km/hで算出

茨城空港 旅客数

5.5 6.1 6.8 7.6 
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万
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つくば

圏央道

C4

223 
215 

180

200

220

240

開通前 開通後

（分）

0

8分短縮

【周遊の時間短縮】

茨城空港－鹿島神宮－つくばサイエンス

ーひたち海浜公園－茨城空港

広域観光周遊ルート形成促進事業の推進

（６） 観光への支援（インバウンド観光の促進）

茨城県の観光入込の状況

• 茨城県を訪れる県外観光客・訪日外国人客数は、増加傾向。

• 観光庁の認定する広域観光周遊ルート“広域関東周遊ルート「東京圏大回廊」”の一部は、当該路線と並行。

• 当該路線の整備によるアクセス性・観光周遊ルートの向上で、県内外、海外からの更なる誘客に期待。
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■総便益（Ｂ）

■総費用（Ｃ）

道路事業に関わる便益は、令和12年度の交通量を、整備の有無それぞれ
について推計し、「費用便益分析マニュアル」に基づき３便益を計上した。
【３便益：走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益】

当該事業に関わる建設費と維持管理費を計上した。

１）計算条件
・基準年次

・分析対象期間

・基礎データ

・交通量の推計時点

・計画交通量

・事業費

・総便益（B）

・総費用（C）

・費用便益比

３．事業の投資効果

令和元年度

開通後50年間

平成22年度

全国道路・街路交通情勢調査

令和12（2030）年度

9,700～10,400（台/日）

約1,110億円

約992億円（約2,685億円※）

約1,146億円（約1,469億円※）

０．９

（７） 費用便益分析

平成29年度

開通後50年間

平成17年度

全国道路・街路交通情勢調査

令和12（2030）年度

9,400～9,500（台/日）

約710億円

約955億円（約2,840億円※）

約761億円（約1,100億円※）

１．３

〔参考：前回再評価（H29）〕
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※基準年次における現在価値化前を示す。



２） 事業全体

３） 残事業

便益
(Ｂ)

走行時間

短縮便益

走行経費

減少便益

交通事故

減少便益
総便益

費用便益
比

（Ｂ／Ｃ）

809億円 137億円 46億円
992億円

（約2,685億円）

０．９

費用(Ｃ)

事業費 維持管理費 総費用

996億円 150億円
1,146億円

（約1,469億円）

３．事業の投資効果

注1）便益・費用については、令和元（2019）年度を基準年とし、社会的割引率を4％として現在価値化した値、（）内の値は基準年次における現在価値化前を示す値である。

注2）費用便益費算定上設定した完成年度は令和6（2024）年度である。

注3）費用及び便益額は整数止めとする。

注4）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。

便益
(Ｂ)

走行時間

短縮便益

走行経費

減少便益

交通事故

減少便益
総便益

費用便益
比

（Ｂ／Ｃ）

809億円 137億円 46億円
992億円

（約2,685億円）

１．５

費用(Ｃ)

事業費 維持管理費 総費用

529億円 150億円
679億円

（約1,038億円）
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見直し後

函渠① 函渠②

至 水戸市

東関東自動車道水戸線

函渠①
至 水戸市

東関東自動車道水戸線

函渠跨道橋

至 千葉市

至 水戸市

函渠

至 千葉市

至 水戸市

当初計画 当初計画

見直し後

≪横断函渠≫ ≪跨道橋≫

４．事業計画の見直し
（１） 横断箇所の集約

• 分断される市道の機能確保について、横断箇所の集約により、横断函渠１１箇所、跨道橋１０箇所において、横断箇所
の見直しを行う。

至 千葉市

至 千葉市

凡例

車両動線

集約

凡例

車両動線
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• 東日本大震災特別区域法に基づき、「茨城産業再生特区（復興推進計画）」が認定され、茨城県の沿岸部では産業
の設備投資や雇用機会の創出が進展

• 東関道が通過する鹿行地域では、直近５か年において道路を利用すると想定される企業による工場等の新増設は26
件。約174億円の設備投資額は、道路整備による地域への経済波及効果があったものと見込むことが出来る。

• 製造業に関わる雇用者数の伸び率についても、茨城県は全国平均（103％）を上回る107％。特に、鹿行地域は茨城
県全体の伸び率を上回る増加傾向（111％）

５．費用便益分析に含まれない効果

約174億円以上の地域への経済波及効果が見込まれる

産業支援の効果

（１） 産業支援

鹿行地域の工場等の新増設・設備投資額東日本大震災以降における鹿行地域の工場等の新増設

製造業に関わる雇用者数の伸び率

74.7 

77.0 

73

74

75

76

77

78

H23 H29

十万 全国

0

25.4 

27.1 

24

25

26

27

28

H23 H29

万 茨城県

0

24.6 

27.3 

23

24

25

26

27

28

H23 H29

千 鹿行地域

0

３％増加 ７％増加
11％増加

資料：工業統計（従業者数）資料：工場立地動向調査、茨城県HP 県内の市町村

資料：工場立地動向調査

＜広域図＞

県西地域

県南地域

県央地域

鹿行地域

県北地域

神栖市

鹿嶋市

潮来市

鉾田市

行方市

稲敷市

河内町

利根市

美浦村
阿見町

牛久市

龍ヶ崎市

かすみがうら市土浦市

石岡市

小美玉市

茨城町
大洗町笠間市桜川市

水戸市

つくば市

茨城町JCT

友部JCT

つくばJCT

大栄JCT

成田JCT

北関東道

新空港道

千葉県

十万人 人万人 千人
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新増設件数（左軸）

設備投資額（右軸）

[件] [億円]

※事業所の業務内容より、道路を利用すると
想定される企業のみ限定して集計

凡例

H26年以降に
新増設された企業

茨城空港北IC

鉾田IC

茨城空港北IC 
～鉾田IC 開通
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（２） 生産性向上

物流・生産時間の変化イメージ物流ルートの変化と所要時間の短縮

生産性向上の効果の試算

※１：ヒアリング調査（R1.11）で回答のあった民間企業６社分の合計
（鹿島臨海工業地帯に立地する金属・化成品等を製造する企業）

• 鹿島臨海工業地帯で金属・化成品等の製造品を出荷する企業では、北関東や東北方面又は大洗港を経由して北海
道へ輸送する際に、国道５１号や県道を利用している。

• 東関道（潮来IC～鉾田IC）が整備され、潮来ＩＣから高速道路の利用により輸送時間が短縮された場合、その時間を生
産時間に充てられれば、生産量が増加。６社合計で、約20億円※２の効果が見込まれる。

※所要時間の算出は、平成27年度 全国道路・街路交通情勢調査混雑時旅行速度、
東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）間は設計速度80km/hで算出

工場

大洗港

輸送時間

輸送時間生産時間

生産時間

輸送時間の短縮により生産時間が増加

開通前

開通後

約9分
短縮

潮来市

鉾⽥市

⾏⽅市

神栖市

⿅嶋市

石岡市

茨城町

小美玉市

かすみがうら市

笠間市

⽔⼾市

大洗町

河内町

稲敷市

土浦市

龍ヶ崎市

大洗港茨城町JCT

生産拠点

潮来IC

北浦IC

麻生IC

鉾⽥IC

茨城空港北IC

98 

89 

80

85

90

95

100

開通前 開通後

（分）
生産拠点～大洗港

９分短縮

北関東

73 

65 

55

60

65

70

75

開通前 開通後

（分）
生産拠点～鉾田IC

８分短縮

東関道（潮来ＩＣ～鉾田ＩＣ）の整備により、
短縮する輸送時間を生産時間に充てたとして、

増加する製品出荷額を試算した結果、

約20億円/年※２の効果が見込まれる

製品の出荷額※1 計：約2049万円/時間
増加見込みの生産時間（平均） 計： 約98時間/年

概算： 2049万円/時間×98時間/年＝約20億円/年

※２：走行時間短縮便益と一部重複すると考えられる

５．費用便益分析に含まれない効果
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茨城県の観光入込客数（延べ人数）
百万人

５．費用便益分析に含まれない効果
（３） 観光支援

東関道（既開通区間）の
観光目的利用割合

茨城県の観光動向と主な観光地

観光支援の効果

• 茨城県では、観光振興基本計画（H28年度-H32年度）を策定し、観光の振興に関する施策を推進。観光入込客数は
増加傾向（H30年：約6,200万人）

• 東関道（既開通区間）の観光目的利用割合は約66％であり、道路整備により増加する想定観光入込客数から観光面
の経済波及効果を試算すると、約45億円/年の効果が見込まれる。

・東関道（潮来IC～鉾田IC）の計画交通量：9,700台/日
・東関道（既開通区間）の観光目的利用割合：65.7％
・平均乗車人員※1：1.30人/台
・年間休日日数：約120日/年
⇒道路整備により増加する想定観光入込客数：99.4万人/年

道路整備により増加する想定観光入込客数と、観光消費額平均
単価※2により、観光面の経済波及効果を試算した結果

約４５億円/年の効果が見込まれる

出典：観光いばらきHP、茨城の観光レクリエ－ション現況（平成30年観光客動態調査報告）

※1：時間価値原単位および走行経費原単位(平成20年価格)
※2：茨城の観光レクリエ－ション現況（平成30年観光客動態調査報告）

出典：市民アンケート調査（R１年度）

国営ひたち海浜公園

偕楽園

鹿島神宮

水郷潮来あやめ園

アクアワールド大洗

国営ひたち海浜公園

偕楽園

鹿島神宮

水郷潮来あやめ園

東
関
東
道

つくばJCT

北関東道

茨城町JCT
友部JCT

神栖市

鹿嶋市
行方市

潮来市

鉾田市

石岡市

かすみがうら市

美浦村

稲敷市

小美玉市

土浦市

茨城町 大洗町

水戸市

ひたちなか市

河内町

龍ヶ崎市

牛久市

阿見町

笠間市

アクアワールド大洗

茨城県における
観光旅行の実態

出典：観光庁 観光入込客統計（H30）

N=542

県内1,793万人（51％）県外1,736万人（49％）

観光・レジャー
65.7％

買い物
16.2％

仕事
11.4％

その他
4.8％

通勤
1.8％ 宿泊 55万人（2％）

消費額単価14,818円

日帰り 1586万人（45％）
消費額単価4,944円

宿泊 150万人（4％）
消費額単価17,962円

日帰り 1738万人（49％）
消費額単価2,742円

茨城県
観光入込客数
3,529万人
（実人数）

観光消費額単価平均 4,566円/人

大洗マリンタワー
大洗わくわく科学館

いこいの沼涸沼

カシマサッカースタジアム

道の駅「いたこ」

茨城県近代美術館

フラワーパーク

あみプレミアム･アウトレット

牛久大仏

牛久シャトー
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• 時間信頼性の向上を評価する手法は複数存在し、現時点では確立された手法は存在しない。本評価では、所要
時間のばらつきの縮小に対して、「時間信頼性向上便益算定マニュアル（案）」に基づき便益換算を行った。

• 東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）の開通により、潮来IC～鉾田IC間では、開通前の国道51号ルートと比較して、
約１２分の余裕時間の短縮が期待される。

• 便益換算した場合、開通後50年間で約23億円相当の効果が見込まれる。

東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）開通前後の
所要時間のばらつき変化

「時間信頼性向上便益算定マニュアル（案）」に基づき便益換算した結果、

約 2 3 億 円 の 効 果 が ⾒ 込 ま れ る

時間信頼性向上便益算出結果

潮来～
鉾田

総余裕時間費用
（億円／年）

③時間信頼性
向上便益

（億円／年）
①－②

④時間信頼性
向上便益

現在価格換算
（億円／50年）①整備なし ②整備あり

4.86 3.46 1.39 23.48

所要時間短縮のほか、所要時間のばらつきを考慮した余裕時間も短縮

茨城港（大洗港区）

⿅島港

鉾田

潮来

東
関
東
道
ル
ー
ト

（４） 時間信頼性向上

５．費用便益分析に含まれない効果

最小
23分

最大
39分

時間差
16分

平均
所要時間
31分

余裕時間
8分

最小
47分

最大
82分

時間差
35分

平均
所要時間
62分

余裕時間
20分

東関東道ルート 国道５１号ルート
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（４） 時間信頼性向上【参考】

参考１）時間信頼性の向上便益の計測アプローチ

計測対象 概要 特徴

①
標準偏差
の変化

所要時間のばらつき度合いの変化を
「時間信頼性」とみなし、道路整備によ
る「所要時間のばらつきの減少」を便益
として計測。

イギリス・ニュージーランド等の諸外国に
おいて、実務での適用例や算出に必要なパラ
メータが導出されている。

②
余裕時間
の変化

所要時間のばらつき幅が減少すること
で、「遅刻しないために見込む余裕時間
の短縮」を便益として計測。

個人差がある「遅刻しないために見込む余
裕時間」等、便益を計測するためのデータ蓄
積が不十分であり、実務での適用例が少ない。

当便益の計測アプローチには大きく2つの手法があり、便益計測に必要となるデータの蓄積及び実務での適用例等を考慮し、
本評価ではイギリスにおいて便益計測手法として確立されている標準偏差の変化を計測する手法を採用した。

計測対象のイメージ

出
現
率

所要時間

余裕時間

標準偏差

国内のプローブデータ等を用いて、所要時間の標準偏差の推計式を導出した「時間信頼性向上便益算定マニュア（案）」
を参考に、本評価では便益の算定を行った。

時間信頼性向上便益総余裕時間費用（整備なし） 総余裕時間費用 （整備あり）

総余裕時間費用［円/年］標準偏差［分］ 交通量［台/日］
時間価値原単位
［円/分・台］

・混雑指数（平均旅行時間／自由流旅行時間）
・信号交差点数
・道路種別別延長（高速道路、一般道2車線、一般道多車線）

右の変数
から導出

参考２）時間信頼性向上便益算定マニュアル（案）

５．費用便益分析に含まれない効果
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項目 全体事業 残事業

費用

事業費 996億円 529億円

維持管理費 150億円 150億円

総費用（C） 1,146億円 679億円

効果

便益

走行時間短縮便益 809億円 809億円

走行経費減少便益 137億円 137億円

交通事故減少便益 46億円 46億円

総便益（B） 992億円 992億円

B/C 0.9 1.5

その他の
効果

産業支援 高速ネットワークの形成により、鹿行地域への企業進出促進に寄与

生産性向上 物流アクセス向上により、潮来鉾田間利用企業の売上向上に寄与

観光支援 高速ネットワークの形成により、観光振興を支援

時間信頼性向上 所要時間のばらつきを考慮した余裕時間が短縮

総便益（ΣB） 992億円＋その他の効果 992億円＋その他の効果

29

（５） 費用便益分析結果

５．費用便益分析に含まれない効果



６．コスト縮減等
（１） コスト縮減の取り組み[橋台背面盛土の土圧低減]

表土

盛土

砂質土層

粘性土層（軟弱層）

粘性土層（軟弱層）

砂質土層

見直し前 見直し後

粘性土層（軟弱層）

砂質土層

盛土

表土砂質土層

粘性土層(軟弱層）

軽量盛土

【橋台形式：逆T式橋台】

軟弱地盤の影響により杭本数が多くなり、経済
性に劣る。

橋台背面盛土（通常盛土） 橋台背面盛土（土圧軽減工法）

【橋台形式：逆T式橋台＋土圧軽減工法】

土圧軽減工法の採用により杭本数が少なくな
り、経済性に優れる。

30

※対策箇所が点在するため、代表箇所を明示

• 橋梁の架橋位置は、軟弱な粘性土層が堆積していることから、橋台背面盛土が通常盛土の場合、橋台規模が著しく
大きくなる。

• 土圧軽減工法を併用することにより、橋台規模を縮小し、コスト縮減を図った。



７．今後の取り組み

31

• 本事業区間を含む前後区間の休憩施設間距離は、最小で「佐原ＰＡ～友部ＳＡ」間の約６３ｋｍ。
• 道路利用者へのサービス向上のため、休憩施設が必要。
• 現在、休憩施設設置に向け関係機関、地元自治体と調整中。

（１） 休憩施設

【東関道水戸線（潮来～鉾田）前後区間の休憩施設（ＳＡ・ＰＡ）の現状】

友部ＩＣ

●休憩施設間距離
佐原PA～友部SA　　約６３km
佐原PA～笠間PA　　約７１km
佐原PA～田野PA　　約７３km

北関東道

１７ｋｍ １１ｋｍ １２ｋｍ ８ｋｍ ９ｋｍ ９ｋｍ６ｋｍ

潮

来
IC

佐

原

香

取
IC

大

栄
IC

鉾

田
IC

北

浦
IC

(仮)

麻

生
IC

(仮)

茨

城

空

港

北
IC

佐
原
PA

大
栄
PA

田
野
PA

大

栄
JCT

友
部
SA

笠間PA

水

戸
IC

茨城町ＪＣＴ

茨城町西ＩＣ

常磐道常磐道

東関道

圏央道

圏央道

約13km

約約 約 約 約 約 約



８．関連自治体等の意見

（茨城県知事からの意見）
今回の原案である事業継続に対しては、異議ありません。
なお、事業の実施にあたっては、次の意見を申し添えます。
①令和６年度の工事完成を目指し、速やかな工事進捗を図ること。
②事業費増加の要因に対し、徹底したコスト縮減を図ること。
③将来的な有料道路事業の活用を図り、地方負担の軽減に努めること。
以上の点を踏まえ、一日も早い全線開通に努められますようお願いしたします。

（１） 茨城県からの意見
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• 当該事業の用地取得は、93％完了(令和元年12月末時点：面積ベース） 。
• 引き続き、任意の用地取得に最大限努めるとともに、土地収用法による用地取得についても並行して実施。
• 工事においては、用地未引き渡し・未買収箇所が点在しており、工事着手できない箇所が全体的に多く残っていること

から今回の増額内容も含めて引き続き精査を行う。また、休憩施設の設置について検討中のため、コスト縮減に努め
ながら事業費の精査を実施。

• 早期完成を目指し、用地取得、工事を推進。

（４） 対応方針（原案）

• 首都圏・北関東・東関東を結ぶ広域ネットワークを形成。
• 農産物輸送の利便性向上や鹿島港のポテンシャル向上に期待。
• 工業団地や主要港湾間のアクセスが向上し、茨城県の工業の更なる発展に期待。
• 茨城空港へのアクセスが向上、旅客の利便性向上に期待。
• 首都圏の大規模災害に対する災害派遣活動や物資輸送の代替路を確保。
• 高速のネットワークが強化され、周辺の観光資源へのアクセス性、観光周遊ルートの向上が期待。
• 費用対効果(B/C)は、事業全体で０．９、残事業で１．５となるが、費用便益分析に含まれない効果も確認されている。

（１） 事業の必要性等に関する視点

９．今後の対応方針（原案）

• 分断される市道の機能確保について、横断箇所を集約することで、横断函渠１１箇所、跨道橋１０箇所を削減。
• 橋梁の架橋位置は、軟弱な粘性土層が体積していることから、橋台背面盛土に土圧低減工法を併用することにより、

橋台規模を縮小した。

（３） コスト縮減や代替案立案時等の可能性の視点

33

（２） 事業の進捗の見込みの視点

• 事業継続
• 当該事業は首都圏・北関東・東関東を結ぶ広域な高速ネットワークの形成、重要港湾群や空港へのアクセス向上、

災害時のリダンダンシーの観点から、事業の必要性・重要性は高く、コスト縮減を踏まえつつ早期の効果発現を図るこ
とが適切である。



（参考）防災機能の評価
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（参考）防災機能の評価

評価 基準
◎ 防災機能ランクが改善する場合

〇
防災機能ランクに改善は見られないものの
脆弱度の値の改善等が見られるもの

- 上記以外

※評価基準は以下の通り

地域が抱える課題

• 東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）の整備により、当該路線を通過する主要拠点間のリンク評価が改善。

• 本事業において、災害時における代替性の高い輸送ルートを確保し、広域拠点や交通拠点、地域拠点間の所要時間
が短縮するとともに、当該地域で重要な支援拠点等への結びつきの改善に寄与。有効性の高い事業と評価できる。

○当該路線に並行する国道51号は、第１次緊急輸送道路として位置

付けられているが、代替路が少なく、東日本大震災によって一部通行

止めとなるなど、避難活動や緊急物資の輸送等への影響が懸念

拠点ペア単位

評価
※

対象ペア
脆弱度

（防災機能ランク）
改善度

No 支援拠点 被災拠点 整備前 整備後 通常時 災害時

① 茨城県庁 鹿嶋市役所
0.11
(B)

0.00
(A)

0.03 0.14 ◎

② 茨城空港 茨城県庁
0.47
(C)

0.37
(C)

0.00 0.15 ○

③ 土浦駐屯地 行方市役所
0.16
(B)

0.13
(B)

0.00 0.04 ○

評価対象事業 平均 ※他4ペア含む
0.19
(B)

0.12
(B)

0.02 0.11 ○ 35

茨城県庁

水戸市役所

鹿嶋市役所

成田市役所

石岡市役所

龍ヶ崎市役所

つくば市役所

ひたちなか市役所

潮来市役所
稲敷市役所

行方市役所

鉾田市役所

茨城町役場

河内町役場

利根町役場

印西市役所

香取市役所神埼町役場
神栖市役所

東茨木郡大洗町役場

茨城県庁

勝田駐屯地

土浦駐屯地

朝日分屯地

茨城空港

成田国際空港

大洗港

水戸ＯＲＳ

水戸市役所

土浦市役所

鹿嶋市役所

成田市役所

水戸赤十字病院

水戸医療センター

日立製作所ひたちなか総合病院

なめがた地域総合病院

鹿島労災病院

総合病院土浦協同病院筑波大学附属病院

成田赤十字病院

日本医科大学千葉北総病院

千葉県立佐原病院

凡例

:広域拠点

:交通拠点

:地域拠点

:被災拠点

:A

:B

:C

:D

整備後の防災機能ランク

東
関
道
水
戸
線
（潮
来
～
鉾
田
）

防災機能の評価

①常磐自動車道
水戸IC～那珂IC（上り線）
（盛土崩落、路面の陥没、波打ち
により通行不能）

②国道５１号 大洗町成田町
（段差の発生による通行不能）

資料：東日本高速道路（㈱）HP

災害時における
代替ルートを確保

東
関
道
水
戸
線
（潮
来
～
鉾
田
）

【凡例】

通行不能箇所

災害時想定ルート

東関東道ルート

茨城県庁

鹿嶋市役所

①

②

東日本大震災時の通行止め状況・リダンダンシーの確保

44
27

77 63

0
25
50
75

100

開通前 開通後

(分) 鹿嶋市役所～茨城県庁

14分短縮

※所要時間の算出 開通前：H23.3.12～16のプローブデータより集計
開通後：平成27年度 全国道路・街路交通情勢調査混雑時旅行速度、

東関東自動車道水戸線（潮来～茨城空港北）間は設計速度80km/hで算出

約66km

約54km


